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課題 
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Business Abilities in Local Business Community 
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Masatoshi Kurusu 

 

2000 年から 2023 年の間に群馬経済研究所は DX 推進に関連するいくつかのアンケート調査を実施し

た。これらの悉皆調査から浮かび上がる地方中小企業者と従業員の状況に関する問題提起を本稿は行っ

た。その結果，地方経済活性化に貢献すると期待されている DX 推進が地方中小企業者の経営規範の改

善に必ずしも寄与していないという発見事項を本稿は得た。この発見事項を｢コスト負担増大｣，｢人材育

成｣，そして｢業務の効率化｣というキーワーズを用いて概説する。 

キーワード ： DX 推進，業務の効率化，コスト負担増大，人材育成 

 

 

Ⅰ．はじめに 

デジタル･トランスフォーメーション(DX: Digital Transformation)の推進が地方中小企業者に与える影響を分

析するための課題を整理することが本稿の目的である 1)。本稿は 2000 年 1 月から 2023 年 7 月までに群馬経済研

究所が公刊した月報(『調査月報』と『ぐんま経済』)を俎上に載せる。当該月報に掲載された情報通信技術(ICT: 

Information and Communication Technology)に関する調査報告を考察し，上述の課題探究を踏まえた問題提起

を本稿は行う 2)。 

1998 年 4 月から 2000 年 3 月まで，いわゆるパソコン減税によって ICT 設備の取得が奨励された[谷(1999)]3)。

当該減税措置は法人によるパソコン(PC: Personal Computer)取得率の増加と個人のそれも高め，法人や個人の多

種多様な利便性の改善を促したに違いない。その結果，PC は言うに及ばずスマートフォンを誰もが駆使できるこ

とが今では自明とさえなっている。果たして，現代人はこれら ICT を駆使できる「能力」を名実ともに身に着け

ているのだろうか？ 

たしかに，総務省が毎年公刊している『通信白書』は ICT 市場規模の成長が堅調であると報じている。しかし

ながら，『通信白書』が日常生活の中で見え隠れする，一見すると，些細な課題を見過ごしていると筆者(来栖)は

感じる。この課題の一つが ICT に対する利用者の苦手意識である。例えば，ICT を利活用できる人財育成を志向

するデータ･サイエンス教育の成功のカギが学習者の苦手意識の改善にあると綿貫(2021)が主張し，これを来栖
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(2023a，2023b)は裏付けた。これは学習者の苦手意識に着目した教育指導体制の整備が、意外にも，当該教育効

果改善のカギになる可能性を示唆する。 

ICT の利活用能力を身に着けようとする学習者の意欲に，意識的または無意識的に，正負の影響を与える苦手

意識をめぐる問題は古くて新しい問題である。①初等/中等教育を学修する児童生徒[田辺(1999)，村上等(2021)]，

②当該能力改善の担い手である教諭[登本･高橋(2021b)，平川･アハマド(2000)]，③教員養成を掲げる高等教育機関

に在籍する学部学生[竹野等(2011)，森下(2014)]，そして④児童生徒の保護者の意識は学習者に内在している苦手

意識改善の直接間接の阻害要因のままなのである[登本･高橋(2021c，2023)]。 

さらに，この ICT に関する苦手意識は初等中等教育を学修し終えた児童生徒が高等教育機関の各学部に学部学

生として在籍している期間も根絶されることなく存続しているようである[木村･近藤(2017)，柴田(2020)，長澤

(2017)，広瀬･難波(2002)]。例えば，表計算ソフト等の各種アプリケーション･ソフトを企業に所属する従業員が円

滑な業務遂行実現のために用いる可能性が高いことを踏まえれば，ICT に関する苦手意識を改善/克服することは

必要不可欠とさえ言えるだろう。 

しかしながら，学習者が各種アプリケーション･ソフトの円滑な操作能力を身に着けて高等教育機関を卒業した

と考えることは楽観的である可能性が高い[太田(2014)，登本･高橋(2020，2021a)]。先行研究の示唆は ICT に関す

る苦手意識の解消が，事実上，不可能に近いということである。このような人材を雇用している各種組織が実践し

ている人材の業務遂行能力の改善方法はどのようなものなのか，そして，なぜそうなのか？各種組織に所属する

従業員の業務遂行能力に対する組織の考えや意識はどのようなものなのか，そして，なぜそうなのか？ 

商慣習である会計実践を理路整然と明文化した一般に承認された会計原則は従業員に関係する会計事象を期間

費用として期間対応させる処理手続きの遂行を要請する。当該要請は従業員の業務遂行能力の費消/減価を仮定し

ている。これは，当該価値の合理的観察，認識測定ができないにも関わらず，会計理論との整合性を優先させた会

計処理手続きの実践を人的資本の会計処理手続きに適用させることを暗示する。しかしながら，従業員の人的資

本の残存価値はゼロにならない。 

本稿が俎上に載せた月報は ICT 改善を企業が志向する場合，「コスト負担増大」，「人材育成」，そして「業務の

効率化」といったキーワーズに関連する諸事項を企業が意識していると述べている(後述)。これらキーワーズを読

み解き経営者の規範を踏まえた問題提起を本稿は行う。当該問題提起を行うために採用した方法論は記述/説明的

な探究型のそれである。当該方法論は，時の経過とは無関連に発現する，経済社会事象の記述機会を提供する

[Eisenhardt(1999, 2021), Eisenhardt and Graebner(2007)]。これは経済社会事象を説明する仮説検定を経て構築

される説明理論の提示を前提とする。 

本稿の結論を要約しておこう。上述の三つのキーワーズに底流する地方中小企業者の経営規範が，DX 推進がも

たらす，「果実」の経営者と従業員による享受を阻害している可能性が高い。DX 推進に対する経営者の主体的な

戦略の策定と執行がこの是正に有用である。コスト削減ありきではなく自社商製品の収益稼得能力の改善を図る

経営規範を持つことが従業員の業務遂行能力(DX の利活用能力)の不均質さを改善する糸口になる。 

以上のような問題意識に基づく本稿の構成は次の通りである。まず，群馬経済研究所が公刊した 2000 年 1 月か
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ら 2023 年 7 月までの月報に掲載された ICT に関する調査報告の掲載状況を示し，当該調査の実施概要を簡潔に

説明する。次に，調査報告の結果を論じた主要項目(見出語)の一覧表を示す。次に，当該一覧表に基づいて，アン

ケートに応じた回答者(個人/法人)の ICT に対する考えを考察しながら問題提起を行う。そして最後に，本稿の要

約を述べて終えることにする。 

 

II．調査報告の概要 

１．  掲載状況 

 [表 1]は群馬経済研究所が実施し，月報に掲載した ICT に関係する調査報告を掲載時期に並べた一覧表である。

「調査報告」欄(大分類)とは，群馬経済研究所が公刊している月報に掲載された記事内容の分類項目の一つであ

る。中分類である「個人対象」または「法人対象」とは，類似調査結果を調査対象別(個人または法人)の再分類表

である。他方，「ぐんまのデータ」欄とは，関連省庁が実施した全国調査報告の中から ICT 項目に関する群馬県の

統計数値を解説した記事である。 

「調査報告」欄に表示された調査報告は当該研

究所の所属研究員が実施し報告したものである。

当該調査の実施手順は次の通りである。(A)群馬

銀行の本支店と取引関係にある法人にアンケー

ト用紙(1,000 社程度)を配布し，その郵送返信，

他方，(B)来店客 1,000 人程度の個人にアンケー

ト用紙を配布，店内回答，そして回収という手順

である。当該アンケートの回収率は，調査実施時

期や調査項目等によって，20-50%の幅がある。

次に，①2000 年-2010 年と②2011 年-2023 年

に調査報告等の掲載時期を二分して，掲載された

調査報告の主たる調査項目を説明しよう。この規

準は(a)2000 年-2010 年に掲載された調査報告の

担当者が米村氏であり，インターネットに関する

調査という調査目的が首尾一貫しているので，一

括りにしたことである。 

他方，(b)2011 年以降クラウド･コンピューティ

ングを新たに ICT に含めており，コミュニケー

ション手段の拡充状況を調査項目に含めている

ことを筆者(来栖)が注目したことに基づいてい

る。これは①の時期に実施されたアンケート調査

刊⾏年
2000  
2001

2002

2003

2004

2005

2006

2007

2008

2009

2010

2011

2012

2013

2014

2015

2016

2017

2018

2019

2020

2021

2022

2023

*：移動電話(携帯電話)に関する調査である。

出典：2000年1月から2023年7月までに群馬経済研究所が公刊した
『調査月報』と『ぐんま経済』に掲載された調査報告等を悉皆調査し
筆者が一覧にした。

半田(2020b)

樹下(2017)

半田(2021)

半田(2023)

樹下(2019)

半田(2020a)

丸岡(2023)

齊藤(2016)

[表1]：ICTに関連する調査報告等の掲載状況

「ぐんまのデータ」欄

「調査報告」欄

米村(2001b)

法人対象

米村(2000a) 米村(2000b)

個人対象

伊勢(2009)

米村(2002b)

米村(2007a) *

米村(2006)

米村(2002a)

米村(2004)

丸岡(2011)

丸岡(2013) *

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
 

斎藤(2011)

斎藤(2015)
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が ICT の導入状況の把握を主眼にしたという筆者の推測に基づいた区分である。事実，①の時期に実施したアン

ケート調査の主要調査項目は「パソコンの保有状況」，「インターネットの利用状況」，そして「自社の情報投資化

に関する評価」であり，他方，個人に対するそれらは「インターネットの利用の有無」，①を構成する米村(2000a, 

2000b, 2001b, 2002a, 2000b, 2004, 2006, 2007)の調査項目を法人とインターネットの利用者の「接続場所」，「利

用分野」，そして「利用手段」である。 

他方，②に含まれる斎藤(2011, 2015)，齊藤(2016)，そして半田(2020b, 2021, 2023)の調査項目は「コンピュー

タ･システムの状況」，「アプリケーション･ソフトの調達状況」，「導入済/計画の情報処理機器」，そして「利用状況

/目的」である。これは②の時期に実施したアンケート調査の主眼が ICT の利活用の状況と改善/増強の把握にあ

ることを示唆する。掲載時期を①と②に区分したことと ICT の利活用者を法人/個人に分けたそれぞれの調査項

目から，①が ICT のための手段(ハード･ウエア)に，他方，②が ICT のための個別手段(アプリケーション･ソフ

ト)に焦点を合わせた，つまり，ICT の利活用能力に着目したアンケート調査であると解釈できるだろう。 

 

２． 個人と ICT 

 ICT に関連するアンケート調査(個人対象)の概観を米村(2000a, 2002a, 2004, 2007)に基づいて行おう([表 2])。

各種組織に所属する従業員は当該組織の存続可能性の維持強化に影響を与える重要な担い手(人財)である。ここ

で「人財」を，来栖(2022a)に依拠して，ある従業員に固有の稀少財とし，この経済価値(人的資本)の時価評価が

可能であると考えよう。しかしながら，日本企業の多くは従業員を収益稼得のために費消する費用項目の一つと

考えている[来栖(2022a)]。 

 例えば，日本企業は次の諸項目を費用計上する。①研究開発部門や製造/生産部門に配属されている従業員に支

給する給与賞与(労務費)を売上原価の内訳科目として，②研究開発部門以外の部門に配属されている従業員と役

員に支給する給与賞与と役員賞与，そして③従業員の業務遂行能力改善のために実施する各種研修機会に要する

諸費用を研修費等の勘定科目を用いて，販売費および一般管理費に分類して，日本企業は会計処理手続きを行い，

(連結)財務諸表を作成する[来栖(2022a)]。 

[表 2]：ICT に関するアンケート調査(個人向け)の要点一覧表 

 米村(2000a) 米村(2002a) 米村(2004) 米村(2007a)*
利用状況 50% 90% 80% - 

利用場所 自宅のみ 自宅または勤務先 自宅のみ - 

利用分野 HP と電子メール 電子メール インターネット 電子メール 

利用目的 仕事/研究目的の情報収集 - 情報検索･電子メール 電子メール 

使用機器 PC(95%) PHS(16%) PC(85%) PHS(75%) PC(78.8%) PHS(85%)  

接続時間 短時間/10 時間未満 短時間/10 時間未満 - - 

接続費用 3,000 円未満 - 15,000 円程度 2,500-5,000 円

 [表 2]の簡単な説明を行っておこう。主要調査項目を左欄に示し，これらを把握するためのアンケート調査報告

を左から右に実施時期に沿って並べた。「-」は調査項目ではなかったことを意味する。[利用状況]欄は回答者(合

計人数)のうち「インターネットを利用している」と回答した人数の割合を意味する。「使用機器」欄はインターネ

ットを接続するために利活用する情報処理機器の指摘割合である。「接続時間」欄は回答者が一か月当たりのイン

ターネット接続時間である。「接続費用」欄は接続事業者に支払う接続料金と電話代の月当たりの平均金額である。 
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なお，移動電話(携帯電話[PHS])の利用状況を調査した米村(2007a)を[表 2]に加えたのは，情報処理機器に携帯

電話に加えてスマートフォンおよびタブレット型端末を円滑な業務遂行を実現するために利活用可能であること

を踏まえた筆者の考えに基づいている。これは各種情報処理機器に関する私用目的で培ってきた個人の ICT 利活

用能力の最善な駆使が期待される業務遂行能力に応用している可能性を想定しており，この状況把握の調査を筆

者が計画していることを意味する。例えば，米村(2004)以降，利用場所の調査が捨象されていることは個人の ICT

の利用場所が限定されなくなっていることを示唆する。これは「使用機器」欄の PC と PHS の利用比率の時系列

変化を見ることでも確認できる。 

加えて，利用分野の主要項目も個人が利活用している情報処理機器を所与として，インターネットの接続を前

提として，電子メールを主軸にした諸機会を個人が利活用していることを示す。これは個人が身に着けている ICT

の操作能力の継続的な改善を示唆する。これらの発見事項は個人の ICT の利活用能力に関する次のような疑問を

筆者に抱かせる。それは ICT の利活用能力を個人はどのように身に着け，かつ改善しているのだろうか？ 

他方，ICT の利活用能力の維持改善を個人が図ることの真意は，その時々に必要または有用と判断する個人目

的を充足することにある。これはその時々の個人目的が充足される毎に，他の事項を所与とすれば，特定目的を充

足するために実践した ICT の利活用能力が当該個人に特有の既有知識として蓄積されていくことを示唆する。こ

の既有知識は個人に特有の思考方法や知識になるだろう。これを来栖･綿貫(2023, p.57)はドメイン知識と総称し，

次のように定義づけている。「ドメイン知識」という用語を 

 

「･･･「総称」とした理由はドメイン知識(の内容や属性等)を明定/特定することが極めて困難なことに起因する。

一般に，ドメイン知識とは『特定の専門分野や業界についての知識，知見のこと』や『解析しようとしている業

界や事業についての知識や知見，トレンドなどの情報』，つまり，定性情報と定量情報を包含する。しかも，当

該用語に対する利用者の価値観や重要度が異なる」。 

 

ただし，ICT の利活用能力が上述のドメイン知識の影響を受けるか否かを問う前に，次の先行研究の含意に筆

者は強い関心をもつ。例えば，登本･高橋(2020)は情報処理機器に搭載されている表計算ソフト等の各種ソフトに関する

学習者の習熟度の改善が急務であると述べている。情報処理機器が情報活用に必要な手段であるにも関わらず，当該機

器の利活用能力が一定水準に達していない学習者は，当該機器の利活用によって得る情報活用という便益を適切に享受

できないのである[太田(2014)]。 

なお，各種アプリケーション･ソフトの操作能力はキーボード操作能力(タイピング速度やタイプミスの頻度)に

依存する。これが ICT の利活用能力を決めるといって過言ではないものの，キーボード操作能力を意外にも強調

することがない 4)。ICT の利活用を前提とした職場環境に所属する従業員のキーボード操作能力は当該従業員の

業務遂行能力の程度を決める絶対的な要因である。したがって，従業員のキーボードの操作能力の改善方法の調

査は興味深い。 
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３． 法人と ICT 

 前節で概観した個人(大学生と各種教育機関の既卒者である従業員)の ICT の操作能力が不均質であるという主

張は，直観的理解に訴えるものの，一定の説得力を読者に与えるだろう。不均質な業務遂行能力をもつ複数の従業

員が所属する組織(企業)が当該労働力をどのように利活用しているのかという問いに対する企業の回答はさまざ

まな課題を浮かび上がらせてくれる。この問に対する解答は群馬経済研究所が法人対象に向けて実施した ICT に

関するアンケート調査が答えている。 

 [表 3]は ICT に関するアンケート調査(法人対象)結果を掲載した期間に基づいて並べたものである。掲載され

た調査結果に共通する事項は主に三つある。(A)調査対象である法人は業務遂行のための「手段」として ICT を利

活用しており，PC と PHS に加えてタブレット型端末も加えていること，(B) 米村(2002b)以降，従業員一人当た

りの PC 装備率を問わなくなったこと，そして(C)業務遂行のための主要手段が電子メールであり，電話と FAX が

これに続く手段になっていることである。 

前述の(B)(C)を踏まえて推論できることは業務遂行のための PC を他の従業員の都合を無視できるほどの比率

で法人が備えたことである(PC 装備率が 100%に近い)。従業員が PC を日常業務遂行のために不自由なく利活用

できることから，他の事項を所与とすれば，従業員個々人のキーボード操作能力の巧拙が業務全体の生産性に影

響を与え，これがひいては業績のブレを相対的に大きくしてしまう可能性があると推論できる 5)。 

 業績のブレを抑制するための手段として ICT の利活用を企業は企図，実践している。この過程において直面す

る主たる課題を[表 3]から読み取っていこう。この目的を達成するために，掲載された調査結果の主要調査項目の

回答結果を示す見出しを各調査結果の要点として一覧表にしたのが[表 3]であることを再度確認しよう。頻出する

見出しを囲んでみると，回答者が常に改善の必要性を感じている課題が浮かび上がってくる。想定可能な課題を

推論し私見を述べてみたい。 

 

a. 効率的経営 

「業務効率化」，「コスト負担増大」または「コスト削減」が表裏一体の関係にあり，回答者の関心事または強調

面の相違によって，いずれかの選択肢を回答者が選んだと推測できる。これらの表記がアンケート調査の回答の

ために用意された選択肢を示すものであることを踏まえ，考察を進めよう。効率的経営を推進するさい企業は各

種投資を行う。そのさい，自明/所与のこととして,検討対象から捨象する事項がいくつかある。例えば，各種投資

の実行が効率的経営の実現に(必ず)寄与すると仮定して考察を進めることがしばしばある。果たしてそうなのだ

ろうか？ 

上述の効率的経営とは，他の事項を所与とすれば，投資額に対する経営の改善度が高まること(費用対効果)を

いう。そのさい，費用対効果の高まりが(a)投資額(支出額)を回収して，なおかつ当該支出額を超過する収益額を

計上している，または(b)当該投資を実施しなかったならば，継続的に支出を余儀なくされた支出予定額を節約で

きたことにともない，他の投資案件への投資が可能な状態になったことを仮定している。両者について私見を述

べたい。 

6



 
 

⽬
的

導
⼊

状
況

懸
念

事
項

 

タ
ブ

レ
ッ

ト
端

末
ス

マ
ー

ト
フ

ォ
ン

W
eb

会
議

ク
ラ

ウ
ド

の
利

便
性

  
83

.9
0%

業
務

の
効
率

化
情

報
共

有
の

迅
速

化
情

報
共

有
の

迅
速

化

競
争

⼒
強

化

業
務
の
効
率

化

[表
3]

：
群

⾺
県

内
の

企
業

を
対

象
に

し
た

IC
T

の
利

⽤
動

向
に

関
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

(法
⼈

対
象

)の
要

点
⼀

覧

 
   

タ
ブ

レ
ッ

ト
端

末
電

⼦
タ

グ

米
村

(2
00

6)

 

基
幹

業
務

⽤
ソ

フ
ト

の
カ

ス
タ

マ
イ

ズ

3割
が

増
強

取
引

先
情

報
の

⼊
⼿

 

取
引

先
情

報
の

⼊
⼿

(や
や

)後
れ

て
い

る

情
報

の
検

索
・

⼊
⼿

 

斎
藤

(2
01

5)
齊
藤

(2
01

6)
半
田

(2
02

0b
)

半
田

(2
02

1)

   

 

コ
ス
ト
負
担

増
大

コ
ス
ト
負
担

増
大

利
活

用
能

力
向
上

人
材

育
成

人
材

育
成

利
活

用
能
力

向
上

 
  

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

ー
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
ー

現
状

維
持

現
状

維
持

 

半
田

(2
02

3)

 
 

 
 

87
.3

0%
83

.7
0%

電
子
メ

ー
ル

業
務
の
効
率

化
業

務
の
効
率

化

40
%

(B
to

B
)

コ
ス
ト
負

担
増
大

人
材

育
成

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

ー
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
ー

利
活

用
能

力
向
上

コ
ス
ト
負

担
増

大

営
業

⽀
援

情
報

の
⼀

元
化

コ
ス
ト
削

減
物

流
管

理

 
 

 
 

86
.0

0%

会
社

情
報

の
発

信
⾃

社
商

品
紹

介
⼈

材
募

集
/採

⽤

電
子

メ
ー

ル
電
子

メ
ー

ル

品
質

管
理

   

88
.6

0%

電
子
メ

ー
ル

業
務

の
効
率

化
社

内
の

情
報

共
有

 
現

状
維

持
業

務
の
効
率

化

コ
ス
ト
削
減

情
報

イ
ン

フ
ラ

拡
充

情
報

分
析

⼒
拡

充
コ
ス
ト
負
担

増
大

デ
ー

タ
ス

ト
レ

ー
ジ

基
幹

業
務

⽤
ソ

フ
ト

の
カ

ス
タ

マ
イ

ズ

 

 

       

サ
ポ

ー
ト

体
制

責
任

･損
害

賠
償

の
規

定
 

リ
ス

ク
対

策
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
ー

仕
⼊

調
達

情
報

化
と

組
織

変
更

約
16

%
情

報
伝

達
の

ボ
ト

ム
ア

ッ
生

産
性

の
向

上
意

思
決

定
の

迅
速

化
電

⼦
商

取
引

20
%

企
業

間
で

の
受

発
注

・
決

済

 

 
価

格
低

下

コ
ス
ト
負
担

増
大

   

取
引

先
と

の
連

携
コ
ス
ト
削
減

人
材

育
成

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

ー

40
%

企
業

間
で

の
受

発
注

・
決

 

定
型

業
務

の
効

率
化

取
引
の
迅
速

化

⾃
社

情
報

の
公

開
・

PR
⾃

社
製

品
の

広
告

・
宣

伝
⼈

材
募

集

 

販
売

・
サ

ー
ビ

ス
提

供

米
村

(2
00

0b
)

  現
状

情
報

技
術

ネ
ッ

ト
利

⽤
HP

作
成

状
況

 
企

業
内

LA
N

 
62

.4
%

 

電
子
メ

ー
ル

情
報

の
検

索
・

⼊
⼿

P
C

電
子

メ
ー

ル

⾃
社

製
品

の
広

告
・

宣
伝

 
 

 
電

子
メ
ー

ル

半
数

超
過

P
C

 

斎
藤

(2
01

1)

コ
ス
ト
負
担

増
大

 

⾼
価

な
ソ

フ
ト

ウ
エ

ア

       

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

ー

 

(や
や

)後
れ

て
い

る
-

業
務
の
効
率

化

社
内

体
制

の
整

備

 
 

4割
が

増
強

業
務

の
効

率
化

社
内

体
制

の
整

備

98
%

81
%

8.
70

%

メ
リ

ッ
ト

取
引

の
迅

速
化

新
規

市
場

拡
⼤

実
施

状
況

13
%

対
象

75
%

Bt
oB

新
規

市
場

拡
⼤

取
引

の
迅

速
化

20
%

:1
⼈

1台

HP
で

の
商

品
・

サ
ー

ビ
ス

紹
介

20
%

:1
⼈

1台

75
%

情
報

の
検

索
・

⼊
⼿

営
業

⼒
強

化
取

引
先

と
の

連
携

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

ー

取
引

先
情

報
の

⼊
⼿

後
れ

て
い

る
3割

が
増

強
業
務

の
効

率
化

コ
ス
ト
負

担
増

大

営
業

⼒
強

化
取

引
先

と
の

連
携

営
業

⼒
強

化
情

報
共

有
体

制
電

⼦
商

取
引

対
応

-

業
務

の
効
率

化

社
内

体
制

の
整

備
社

内
体

制
の

整
備

(や
や

)後
れ

て
い

る

43
.9

0%

67
.1

0%

37
.3

0%

   

 
 

31
.7

0%
 

64
.5

0%

 

30
%

:1
⼈

1台

 

68
.9

0%

課
題

・
問

題
点

利
⽤

⽤
途

今
後

の
重

点
分

野

利
⽤

効
果

情
報

化
投

資
情

報
化

投
資

計
画

主
要

項
⽬

  

ク
ラ

ウ
ド

利
⽤

状
況

米
村

(2
00

1b
)

米
村

(2
00

2b
)

98
%

PC
保

有
状

況

P
C

 
  98

%

65
%

約
半

数

7



 
 

 ICT の利活用を促進すること(投資の実施)によって，効率的経営を実感できるほどの業務量を回答者が扱って

いるのか否かを確認する必要がある。これは ICT 促進のための投資を実施することと業容との比較検討を行った

上で，DX を推進すべきか否かを判断すべきなのである。なぜならば，「ICT 全般を活用する上での課題･･･(に対

する回答の中で)･･･『導入効果が読めないこと』」[半田(2020b, p.15)]を選択した回答がこれを端的に示している

からである。 

DX 推進に基づく投資が効率的経営に寄与しているのか否かを，例えば，従業員が実感できることで考えてみよ

う。(a)残業時間の経常的削減の程度，(b)単位時間当たりの業務量が減り早期退勤が可能になった，(c)従業員一人

当たりの業務量に対する有給休暇の取得可能日数が増えた，または(d)給与賞与の単位当たりの時給換算額が増え 

た等の，従業員の処遇改善度として観察可能な指標を作成したアンケート調査の実施は当該投資の費用対効果を

図る手段として活用できるだろう。 

 とはいえ，当該選択肢を選んだ法人が「DX 推進が理想の経営をもたらす」といった類の宣伝文句に踊らされて

いる姿を筆者は思い浮かべてしまう。例えば，米村(2006, p.17)も次のように警鐘を鳴らしている。「ICT はツール

であり目的ではない。情報化を進め，単純に電子商取引を開始するだけで売り上げが増加したり，コストが低減で

きるわけではない。･･･しっかりとした経営の枠組みが前提として存在し，その枠組みを活かす手段として ICT を

利用することが肝要である」。 

 上述の米村(2006)は経営状況改善のために利活用できる複数の「手段」の中から，最も合理的なそれが ICT 推

進であると主体的に決断した上で投資を実践すべきであることを示唆する。これは「デジタル化や ICT 導入のき

っかけ･･･(が)･･･『取引先からの紹介･要請』」と回答したと述べる半田(2023, p.13)からも裏付けることができる。

以上から，ICT 推進という潮流に対する主体的な意思決定を企業が実践していると容易に理解することが困難と

感じる現状を勘案すると，ICT 導入に対する地方中小事業者の詳細な現状把握の必要性を筆者は痛感する。 

 

b. 人財育成 

DX 推進による効率的経営の実現可能性に対する筆者の悲観論は[表 3]に示された「コスト負担増大」という回

答者の置かれた立場を示すキーフレーズからも推論できる。DX 推進を実現するための投資を実施し稼得収益の増

額計上または発生費用の減額計上を達成できるのであれば，DX 推進のために投じた投資総額(コスト)を，他の事

項を所与とすれば，吸収してなお余りある稼得収益の超過額または発生費用の削減(支出節約)によって容易に「回

収」できるはずだからである。 

前述が現実に妥当するのであれば，DX 推進を志向する投資の実施が「コスト負担」になる可能性があるものの，

「コスト負担増大」(下線部分の挿入は筆者)と強調されることがないだろうと筆者は推論する。このような推論

が妥当であると筆者が考える理由は(i)収益の追加稼得の可能性が必ずしも高くない，または(ii)従業員の情報処理

機器の操作能力改善のための追加投資に要する資金調達源泉確保に対して経営者が悲観的である可能性が高いと

いうことに基づいている。 

(i)は，他の事項を所与とすれば，自社の業績改善のために(1)競合他社の収益稼得可能性を下げる多種多様な戦

略を講じる可能性の低さ，(2)既存顧客に対してプライス･リーダーシップの発揮が困難な立場にあることを示唆す
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る。これらは自社の業績を少なくとも維持するためにできることが「コスト削減」に限定されていることを示唆す

る。例えば，[表 3]に示される「取引の迅速化」は取引先企業の無理難題ともいえる納期短縮要請の受諾しか「選

択肢」がない状況を示唆する。 

 取引先に対する価格交渉力が相対的に弱い企業が実践できる上述の「選択肢」が暗示する企業の立場は「乾いた

雑巾をさらに絞る」経営執行を余儀なくされている立場である。当該企業の経営状況をこのように想定すれば，自

転車操業に類似する「生かさず殺さず」の経営が必達であり，取引先企業の要請に応諾することだけが継続操業の

最適解になる。この結果，必然的に DX 推進を志向する投資の実施に要する資金を外部に依存せざるを得ない状

況が保持される。 

 当該保持は従業員の情報処理機器に関する操作能力の少なくとも現状維持に要するコスト負担を当該企業が従

業員の私費負担に期待せざるを得ない状況の温存にも寄与する。(ii)はこれを筆者に想起させた[表 3]の「人材育

成」に基づいている。DX 推進に沿って従業員を「人財」にするために要する投資を従業員の私費負担に依存する

ことの意味は，情報処理機器の操作能力の程度が異なり，その結果，業務遂行能力の不均質さを企業が甘受しなけ

ればならないことである。 

 不均質な業務遂行能力の是正に要する人的投資を研修費として会計処理しても、[表 3]の(ICT に関する従業員

の)「利活用能力向上」を実現する投資になる可能性は低いだろう。なぜならば，DX 推進に対する主体的な戦略を

企業が描いていない可能性の高さと労働力の不均質さが費用対効果の明確な評価を困難にするからである。労働

力の不均質さの改善度と収益稼得との関連性を合理的に評価する姿勢を整えない限り，DX 推進がもたらす「果実」

の享受は困難である 6)。 

 

Ⅵ．むすび 

DX 推進と地方経済圏との関係を分析したアンケート調査を悉皆調査した結果(問題提起)を要約しておこう。地

方中小企業者の経営規範が，経営者と従業員に対して DX 推進がもたらす「果実」の享受を阻害している可能性

が高い。DX 推進に対する経営者の主体的な戦略の策定と執行がこの是正に有用である。コスト削減ありきではな

く自社商製品の収益稼得能力の改善を図る経営規範を持つことが従業員の業務遂行能力(DX の利活用能力)の不均

質さを改善する糸口になる。 

DX 推進が叫ばれているにも関わらず，この恩恵？を実感することが困難な理由の一つとして日本企業の生産性の低さ

または非効率性を指摘することが多い[例えば，谷本(2023)，西本(2021)]。この指摘の是非を所与とすれば，この日本企

業が抱える問題の解決を阻む根本的な原因に着目することが最善である。所与の DX 推進にともなって当該恩恵の享受

を実感できない主原因がデータ主導の意思決定(DDDM: Data Driven Decision Making)を躊躇して実践しないことに

あると筆者は推測している。 

DDDM とは，経営活動の状況をデータに置き換え把握，即応し，予め明定した内容を実践することを意味する。

DDDM を支援する「ICT はツールであり目的ではない」[米村(2006, p.17)]にも関わらず，この「ツール」を適切

に利活用しない場合，当該「ツール」を導入したことのメリットを実感することは無論のこと享受することは困難

である。「DX 推進」という言葉に踊らされて付和雷同または同調圧力に屈しない経営規範を持つことが企業の存
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続可能性の維持強化に資するだろう。 

 

注) 

1)特段の断りがない限り，経済産業省の定義を踏襲する半田(2021)に依拠して，DX を「企業がビジネス環境の激しい変化に対

応し，データとデジタル技術を活用して，顧客や社会のニーズを基に，製品やサービス，ビジネスモデルを変革するとともに，

業務そのものや，組織，プロセス，企業文化・風土を変革し，競争上の優位性を確立すること」[経済産業省(2022, p.1, 注 1)]

とする。 

2)特段の断りがない限り，総務省の定義を踏襲する米村(2006, p.6)に依拠して，「インターネットや携帯電話等の情報通信技術

を表す英語としては『IT』と『ICT』があり，･･･情報通信におけるコミュニケーションの重要性をより一層明確化するため，

本文においては原則として『ICT』の語を使用し」，情報通信技術を包含する用語とする。 

3)パソコン減税に関する諸制度の概要と取得価額と減税対象の有無を示しておく。いずれも出典は谷(1999,p.7)である。 

(図表 6) 法人の場合の各制度の比較 

適用期間 少額変化償却資産 一括償却制度 パソコン減税 投資促進税制 電子機器利用税制 

根拠条文 法令 133 法令 133 の 2 措法 45 の 3 措法 42 の 12 措法 42 の 6 

適用期間 平成 10 年 4 月 1 日

以降に開始した事

業年度 

平成 10 年 4 月 1
日以降に開始し

た事業年度 

平成 11 年 4 月 1
日～平成 12 年 3
月 31 日 

平成 10 年 6 月 1
日～平成 12 年 5
月 31 日 

昭和 59 年 4 月 1
日～平成 12 年 3
月 31 日 

対象法人 内国法人 内国法人 青色申告書を提

出する法人 
青色申告書を提

出する中小企業

者等 

青色申告書を提

出する中小企業

者等 
対象資産 10 万円未満の減価

償却資産 
20 万円未満の減

価償却資産 
100 万円未満のパ

ソコン等 
100 万円以上の器

具および備品 
160 万円以上の電

子機器利用設備 

税額控除の選択 なし なし なし あり あり 

償却資産税 なし なし あり あり あり 

 

(図表 5)  取得価額による適用 

取得価額(単位：円)- 少額変化償却資産 一括償却制度 パソコン減税 投資促進税制 電子機器利用税制 

1 ~ 99,000 〇 〇 〇 × × 

   100,000 ~ 199,999 × 〇 〇 × × 

   200,000 ~ 999,999 × × 〇 × × 

1,000,000 ~ 1,599,999 × × × 〇 × 

1,600,000 ~ × × × 〇 〇 

4)木村･近藤(2017)，長澤(2017)，そして広瀬･難波(2002)も PC の操作能力(キーボード操作能力を含む)の程度とこの利活用者が被っ

ているコストとの関連性に着目した調査報告を行っている。 

5)個々の従業員の業務遂行能力が多様であること(不均質)が組織全体の生産性に正負の影響を与えている。これを来栖(2023c)は

「人的資本に付随するリスク」と定義づけ，説明している。 

6)高等教育機関が果たすべき人財教育に関する私論を別の機会で行う予定である。 
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－ＩＢＭのJamと久米繊維工業の事例による－

2009年2月

安　　 熙鍚 日本企業の海外経営　―ベトナムの事例― 2009年12月

白　　貞壬

ミラノサローネ2008への日本企業出展に関する評価記事編纂

9

7

東　　利一 コト・マーケティング - 顧客をコトとして捉える -

1

濱本　隆弘

6

木製組み立て家具製造小売の商品構成に関する一考察

企業の社会貢献を学ぶケース  - パタゴニア -

2010年3月

10 家計の金融資産選択行動分析　Ⅱ－ベイズ型コウホート分析を用いた日米比較－ 2010年3月

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

16

リーマン・ショック後の金融資産選択行動

2010年3月

11 2010年3月

2013年1月崔　　相鐵

17 孫　　美灵 内部統制制度の導入効果に関する一考察 2013年3月

山下　貴子

2012年3月

Why does Lotte Shopping of Korea go global?
：Birth of hybrid retailer and its business development for global retailer

2012年5月

島田　奈美20

12

孫　　美灵 企業側の視点からみた内部統制制度の導入



№ 著　者 タ　イ　ト　ル 発行年月

白　　貞壬

ズオン　ティトゥイ

2022年3月

39 孫　　美灵 K-POP業界に関する一考察 2023年3月

34 来栖　正利 ブレない経営 2021年4月

33

40 丸山亜希子
労働市場におけるパートナーシップ形成
—同じタイプ同士のマッチングによる収益が高い場合—

2023年6月

剰余金の処分を巡る日本企業の経営者の思考過程
－社会心理学の研究成果に依拠して－

地域ブランド研究に関する一考察（Ⅰ）
－諸研究の展望とその特徴－

31

28 向山　雅夫
眼鏡流通システムの動態
－展開過程とその特徴－

向山　雅夫
眼鏡流通システム変動メカニズムの複雑性（Ⅱ）
―新業態の革新性とシステム変動―

2017年3月

26 ベトナムにおける小売業の現状と課題

27
アメリカにおける会計のPh.D.教育
－Basu教授のPh.D.セミナーを中心に－

2016年8月孫　　美灵

2016年6月

24 東　　利一
コト・マーケティングの解明
－顧客体験を基にしたマーケティング－

2015年4月

東　　利一
ビジョナリー・マーケティング
－コト・マーケティングのインフラとしてのビジョン経営－

25 2015年6月

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

21 山下　貴子 家計の金融行動と金融ケイパビリティ 2014年6月

22 孫　　美灵
学園祭模擬店プロジェクトを通じた教育事例
－簿記会計教育を主な目的として－

2015年2月

23 東　　利一
「モノからコトへ」は何を意味したのか
－コトの時代的意味の解明と消費の類型化－

2015年3月

2019年12月

フィリピンにおける地元小売企業の成長と外資の参入障壁 2017年9月

30

29 白　　貞壬

向山　雅夫
眼鏡流通システム変動メカニズムの複雑性（Ⅰ）
―新業態の成長と眼鏡の独自性―

2019年2月

■■■■■■■■■■　流通科学大学リサーチレター発行一覧　■■■■■■■■■

2021年3月

32 来栖　正利 株主への利益還元策から読み解く日本企業の配当政策 2020年12月

35 周　　子善
リアル小売とネット小売の品揃え形成に関する比較研究（Ⅰ）
―小売業者の品揃え形成を中心に―

2021年4月

洪　　性舜

36 周　　子善
リアル小売とネット小売の品揃え形成に関する比較研究（Ⅱ）
―ネット小売の品揃え形成とその特徴―

2021年4月

38 来栖　正利

37 洪　　性舜
地域ブランド研究に関する一考察（Ⅱ）
－既存研究の限界点と今後の課題－

2021年4月




